
 理事会報告書                                       

１．概要 

 第 6 回 理事会  

日 時 令和 2 年 10 月 9 日  19:15～21:25 

場 所 東町事務所 

出席者 

理事事務所：大山盛樹、井手伸二、小泉徹児、小無田彰仁、大石勝規 

リモート：重松康志、永木照彦、浦川純二、志岐浩二、小柳 傑、笹原順哉、飯野朋彦、 

田中拓郎、池田章子 

監事事務所：平野英三、柿田謙三 

書記：狩浦圭介 

事務局：坂井孝行 

その他：近藤康隆 

２．理事会議題と決定事項 

（１）審議事項 
 １）令和 2 年度臨床実習指導者講習会の補正予算について 
  標記講習会について、作業療法士協会はリモートで実施しているが、理学療法士協会はリモートを認

めないということで対面集合形式での開催を予定。新型コロナウイルス感染予防対策に諸費用が生じ
るため補正予算をご承認いただきたい。当初、100 名規模の講習会を 4 回開催予定だったが、50 名規
模を 3 回開催へと変更。広い会場を借用したための会場費、その他、フェイスシールド、アクリル
板、消毒液などの消耗品費が追加となり、合計では当初予定の 4回開催で 2,239,000円より 217,000円
増額の 2,456,000 円。審議の結果、提案通り可決された。 

２）後援依頼(2 件)について 
2 件の後援依頼あり。1、長崎県すこやか長寿財団健康生きがい推進課より第 18 回長崎県ねんりんピ
ックの後援依頼について。2、日本ハンドセラピィ学会学術会事務局よりハンドセラピィ学会学術集会
への後援。2 は JPTA でのポイント対象となっている。審議の結果、提案通り可決された。 

３）令和 2 年度 新卒者オリエンテーション開催について 
   8 月 2 日から延期となっているオリエンテーションを開催したい。コロナ禍の状況を踏まえてリモート

での開催を検討。11 月中に平日の夕方 1 時間程度を 2 日間使い開催予定。日程は今後決定。審議の結
果、提案通り可決された。 

４）糖尿病対策事業のための補正予算のお願いについて 
前回理事会で高木班長より報告があった。今年度は会議を 2 回実施しリスト化までしたい。そのため
の補正予算の承認をお願いしたい。11 月に 1 回目、1 月に 2 回目として計 50,000 円の補正予算とな
る。審議の結果、提案通り可決された。 

５）新入会承認について 
入会 3 名、休会 2 名、退会 1 名、復会 1 名。審議の結果、提案通り可決された。 

６）下半期の研修会参加費について 
     今年度下半期の事業、研修会について、会員の参加費を全て無料とする。非会員は今まで通り年会費

相当の参加費。リモート研修等の内容については今後検討。審議の結果、提案通り可決された。 
 ７）車両所有について 

ホンダの軽貨物車両で荷物の搬出に適した車両。リース契約の概算内訳は車両総額 1,563,577円の 6年
72 回払い。車検 2 回、法廷点検整備、エンジンオイル交換、バッテリー交換、タイヤ 8 本などのメン
テナンスサービスを付ければ月額リース料 30,400 円、無しで 24,800 円。用途、走行距離を考えると
後者のプランでいいか。更に任意保険料（車両保険付与）も組み込んだ場合、月額リース料 33,100
円。審議の結果、提案通り可決された。 

（２）報告事項 
  １）九州ブロック事務局長会議報告について 
   九州ブロック会士会長会議での持ち越し議案で、今年度コロナウイルスの影響で上半期の事業が滞っ

たことを受けて、会費減免の検討について九州８県の意向確認がなされた。JPTA では 12 月上旬頃に
減免可否の態度決定を予定。会員への年会費請求案内は 2021 年 1 月上旬頃行う予定。前年度費用残の
程度でどの程度の会費減免が可能かどうかを判断したい。JPTA では見込みを 12 月頃までに確定する
予定だが、例年 12 月は次年度予算の提出の時期であり、JPTA の方針を待って長崎県が動くこと自体
が日程的にも困難な状況にある。詳細は明後日の組織運営協議会で態度決定の見込み。 

２）「会費減免」に関する財務意見について 
   12月の JPTA方針決定を待って長崎県の話をしても間に合わず、会計が JPTAと NPTA では違うこと

を踏まえれば、お金が余り過ぎないように、年内にも方針を固めておく必要がある。公認会計士東先
生からは、次年度コロナの影響で事業ができなければ、県の方で免除措置があるのではないか、今年
度の支出できない繰り越し分を含め、次年度に支出できるのであれば問題ないのではないかとの意見
であった。予定以上の事業実施は、実際のところ困難であると考えるため、以上を踏まえた方針決定



をお願いしたい。また、県医療政策課へ相談したところ、令和 3 年度の対応は未定であり、公益法人
の基準で遊休財産の保有制限・不適合について、3 年続くと公益法人格の取り消しとなるが、来年度ク
リアできなければ1回目となる。次々年度に向けて余剰金が増えていく場合についてを伺ったところ、
支出を増やすか収入を減らす対応が望ましいとのこと。当会の事業内容は研修会や市町村のイベント
がメインであるため、増やすにも限界があり、備品購入、刊行物の増加なども検討してはどうかとの
ことだった。以上を勘案し、それでも支出が難しい状況であれば会費の減免措置も有効とのコメント
をいただいた。これらを踏まえ、11 月を目処に本会として会費減免か他の手段を模索するかの判断を
し、12 月上旬の JPTA の方針確認ののち、最終判断を下す形で動きたい。また、組織運営検討委員会
より、IT 関係の物品購入や、オンライン研修会の整備案などを頂いた。他部局で必要な物品があれば
挙げてもらい、試算を立てて今後に繋げていきたい。そして収入を減らすという面目で下半期事業の
研修会参加費は全て無料としたい。それにより 150 万円の収入減を試算する。この点について第 6 号
で審議とする。 

 ３）小川代議士ヒアリングの件について 
   10月 12日群馬県との合同開催となる。内容は、コロナ禍において会員の被害状況の把握が難しいが、

JPTA として把握しているところまでを聞きたいと思っている。また、介護予防や地域において理学療
法士の開業に関する会員動向についての対応やコロナ禍におけるプログラム管理などについても確認
する予定。その他、生涯学習システムと広告ガイドラインについての考えやデジタル庁への対応など
も確認したい。 

 ４）ダイハツ 地域密着プロジェクト「健康安全運転講座」について 
   標記について、9 月末に今年度 2回目の開催中止連絡があった。来年度は実施予定とのこと。 
 ５）九州理学療法士学術大会 2020 in SASEBO 

2020九州学会について、すべての事務処理作業が終了し報告書を作成した。9 月 30日に九州ブロック
監査担当の沖縄県理学療法士協会事務局に資料一式を郵送した。多くの先生方に多大な支援とご協力
を頂いたことを感謝する。 

 ６）ハラスメント研修会について 
現在クエスタントの申込者が 26 名。長崎会場が 4 名、そのうち理事 2 名で、一般会員 2 名。サテライ
ト会場の佐世保は理事のみ 2 名、県央地区が 3 名でそのうち部長 2 名。壱岐会場が 2 名でそのうち部
長 1 名。オンラインでの参加が 15 名でその内理事 1 名。島原会場、下五島、上五島、対馬は 0 名。会
としてしっかりやっていることを“見せる”意味もあり、理事から電話を回すなどして役員や会員の
受講を促して欲しい。 

 ７）島嶼部における 4団体研修について 
地域リハの 4 団体研修に関して、PT は会員を対象にするという前提。県リハから島嶼部においては、
会員の少なさや経験が少なくても地域に出ざるを得ない状況があるので非会員でも参加できないかと
いう課題を頂いた。三役では非会員でも参加を認める方向となった。但し、広域支援センターの推薦
が条件。他 3 団体とも考え方を共有する必要があり、近く打ち合わせを予定。ただし、長崎県理学療
法士協会の資質向上に対する研修対象は、あくまでも会員を前提としている。 

（３）その他報告事項 
 １）管理者研修について 

12 月 19 日の土曜日、13 時 30 分から 17 時まで、研修内容はメイン会場の講師対面式、サテライト、
リモートを予定。講演 1 は各都道府県士会における士会組織の方向性ということで、三役で受ける。
講演 2 は若手の PT 育成や管理者のリーダー育成について話し合っていただきたい。 

 ２）J-RAT との事業について 
今回、長崎リハビリテーションネットワークと NPTA がコンソーシアムを組んで事業を受けている。
（詳細は資料参照）使い道として、子供の支援や日常生活、社会生活を営む上での困難に対する活動
などで、災害支援も含まれる。災害支援とは長崎 J-RAT の活動、避難所支援に重きを置いたもの。長
崎の災害支援に使うお金として 1,000万円下り、ナガサキリハビリテーションネットワークが受託。実
行団体は長崎リハビリテーションネットワークと長崎県理学療法士協会。先日大山会長、OT 協会の沖
会長、ST 協会の田上会長に説明した。事業の柱として、避難所の衛生・支援物品の備蓄が一つ。二つ
目に佐賀と一緒に避難所での生活に関する研修をオンラインで行う。三つ目として、避難所の生活の
実際をもとに避難者、支援側に分けた感染予防を含む資料集の作成となる。パンフレットか DVD など
の作成も。研修の資料作りも各班に分けて 10 月から来年の 9 月までの 1 年間にかけて作り上げたい。
1,000 万円の中から管理費を取って、各事業に対する人件費としてスタッフに補償する予定。1 年間の
事業で、実際災害が起きて動くための最低限の基盤整備活動と位置付けている。NPTA では災害リハ
の委員会も立ち上げているので、そのメンバーにも協力依頼する予定。 

 ３）新人オリエンテーションでの連盟入会費について 
例年新人オリエンテーション時に連盟入会金を徴収するが、今年は他県の動向も参考に決定。自民党
党費についてはハラスメント研修会や理事会を利用し徴収予定。 

 ４）推進リーダーについて 
標記の協会指定事業は上半期実施されず、推進リーダー要件を満たす会員が減る。理事会決定で 3 年
の猶予やリモートも認める等の特例を検討する。今後審議事項として提出予定。 

 ５）次年度事業について 
次年度はパンデミックで命の危険ということがない限り事業を行うことになる。施設長の許可を取っ
てから動くということが前提となる。ハードルがあるが、逃げることなくイベントには動いていきた
い。 次回理事会は 11 月 13 日開催予定。 

 


